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要　旨

透析施設の災害対策などの情報を行政側と共有して
おくことは災害対策のシステム構築には欠かせない．
兵庫県透析災害対策合同委員会（兵庫県透析医会，兵
庫県臨床工学技士会，兵庫県透析従事者研究会など）
は兵庫県健康福祉部健康局医務課との共同事業として，
兵庫県下の透析室を有する全 207施設に対し，災害発
生時における人工透析医療の確保に関する調査を行っ
た．調査項目は患者数，病床数，水源，1日に必要な
水の量，貯水槽の有無，非常電源の有無，透析医材の
備蓄の有無，送迎車台数などとした．集計期間は 2019

年 6～7月である．兵庫県庁主導にした事で回答率は
100％であった．この調査により，兵庫県下全施設の
災害対策に関する情報を県庁や保健所と共有し，今後
の災害対策に活用できると考える．今回の施設調査で
見えたこととして，病床数などのキャパシティは病院
と診療所を比較すると診療所が有意に大きく，災害時
の支援透析の拠点となるのは診療所が中心になる．し
かし貯水槽と自家発電装置の設置は診療所で少ない．
自家発電装置を備えている施設は 45％あるが，それに
より稼働できる透析装置台数は 10台未満の施設が多
く，稼働時間も 10時間未満と短時間であり，大規模
停電などが発生した時の対応は今後の検討課題である．

はじめに

近年，災害は地震だけではなく豪雨災害による洪水
や台風による停電など，透析医療の継続が困難となる

ような災害が増加している．災害発生時，災害情報コ
ーディネーターなどの医療者側は，透析施設の被害状
況の情報を収集し保健所などの行政側に伝達する必要
がある1）．行政側は被災状況から支援透析を必要とす
る施設や支援透析を実施できる施設を把握し，給水車
の手配などを行う．こういった災害時の医療者側と行
政側との連携には，各施設の患者数や災害対策に関連
する設備などの情報を共有しておくことが，災害対策
のシステム構築に欠かせないと考えた．

2019年，兵庫県健康福祉部健康局医務課と兵庫県
災害対策合同委員会（兵庫県透析医会，兵庫県臨床工
学技士会，兵庫県透析従事者研究会など）は共同事業
として，災害発生時における人工透析医療の確保に関
する調査を行った．調査結果の回収率は 100％を達成
した．本稿では，今回の結果を集計することにより見
えた，兵庫県下の災害対策に関する状況と課題を報告
する．

1　方　法

対象は，兵庫県下の透析室を有する全 207施設とし
た．調査項目は，施設名，所在地，電話番号，FAX番
号，患者数（通院・在宅・入院患者），透析ベッド数
（最大透析可能人数），治療法（血液浄化・PD），夜間
透析の有無，水源，1日に必要な水の量，貯水槽の有
無・容量・設置場所，給水ポンプの有無，自家発電機
の有無・機種・燃料種・透析稼働時間，透析医材の備
蓄の有無・備蓄量，および送迎車台数である．調査に
は図 1に示す調査票を配布し，回答はインターネット
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もしくは FAXにて受け付けた．集計期間は 2019年
6～7月で，兵庫県庁からの調査依頼として発出した．

2　結　果

2-1　患者数と施設のキャパシティ

（1）　災害医療圏域別の比較
災害医療圏域別に患者数，施設数，透析ベッド数の

キャパシティを表 1に示す．患者数と施設数および透
析ベッド数は，神戸市内と阪神地区に多くが集中して
いる．隣接する神戸市と阪神地区の都市部の患者数は
県内の 57％，施設数は 56％を占めており，この 3圏
域に多くが集中していることが明らかとなった．

図 1　調査票
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表 1　災害医療圏域別患者数とキャパシティ

災害医
療圏域 透析患者数（人） 施設数（件）

キャパシティ

透析ベッド数（床） 最大透析可能患者数（人）

神　戸 4,355（29％） 64（31％） 1,747（29％） 5,174（29％）
阪神南 2,588（17％） 30（14％） 1,041（17％） 3,210（18％）
阪神北 1,700（11％） 22（11％） 684（11％） 2,024（11％）
東播磨 1,897（13％） 28（14％） 820（14％） 2,400（14％）
北播磨 869（6％） 12（6％） 351（6％） 1,166（7％）
中播磨 1,755（12％） 22（11％） 618（10％） 1,667（9％）
西播磨 605（4％） 9（4％） 251（4％） 770（4％）
但　馬 415（3％） 8（4％） 199（3％） 409（2％）
丹　波 236（2％） 5（2％） 111（2％） 363（2％）
淡　路 388（3％） 7（3％） 184（3％） 472（3％）

合　計 14,808 207 6,006 17,655 

表 2　病院と診療所の比較

病院（105施設） 診療所（102施設） 全施設（207施設）

1施設当たりの患者人数：中央
値（25～75％） 46（25～81）人 80（47～112）人 62（30～100）人

1施設当たりの病床数：中央値
（25～75％） 20（13～30）床 34（21～46）床 26（16～40）床

1施設当たりの 1日に必要な水
の量：中央値（25～75％）L 8,250（3,945～19,063）L 14,040（7,000～24,000）L 10,000（5,000～22,000）L

治療法
血液浄化 81（77％） 89（87％） 170（82％）
PDのみ 0（0％） 0（0％） 0（0％）
両方 24（23％） 13（13％） 37（18％）

夜間透析
有 26（25％） 56（55％） 82（40％）
無 79（75％） 46（45％） 125（60％）

水源
水道 102（97％） 99（97％） 201（97％）
井水 2（2％） 2（2％） 4（2％）
両方 1（1％） 1（1％） 2（1％）

貯水槽
有 100（95％） 72（71％） 172（83％）
無 5（5％） 30（29％） 35（17％）

自家発電装置の有無
自家発電装置により透析可 80（76％） 13（13％） 93（45％）
自家発電装置有るが透析不可 13（12％） 17（17％） 30（14％）
無し 12（12％） 72（70％） 84（41％）

透析医材の備蓄
有 83（79％） 80（78％） 163（79％）
無 22（21％） 22（22％） 44（21％）

送迎車両
3台以上 29（28％） 57（56％） 86（41％）
2台 12（11％） 8（8％） 20（10％）
1台 17（16％） 14（14％） 31（15％）
無 47（45％） 23（22％） 70（34％）
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（2）　病院と診療所の比較
兵庫県内の透析室を有する施設の内，病院は 105施
設，診療所は 102施設であった．病院と診療所での比
較した結果を表 2，図 2に示す．1施設当たりの患者
数，病床数，1日に必要な水の量についていずれも診
療所が病院と比較し有意に高値を示した．

2-2　水の確保について

水源は 97％の施設が水道水であった．断水時に必
要となる貯水槽の設置率は全体では 83％であった．
病院と診療所の設置率を比較すると，病院の設置率は
95％であったのに対し，診療所での設置率は 71％と
3割程の診療所には設置されていなかった（表 2）．1

施設当たりの貯水槽の容量は，中央値（四分位点）：
26（12～72）tであった．

2-3　電源の確保について

（1）　自家発電装置の有無と透析の可否
停電時の透析施行には自家発電装置が必要となるが，
停電時に透析施行が可能な施設は 93施設（45％）で
あった．自家発電装置は設置していても透析装置に接
続されていない施設が 30施設（14％）であり，自家
発電装置を設置していない施設は 84施設（41％）と，
停電時に透析施行が可能な施設は全体の半分以下であ
った（表 2）．病院と診療所を比較すると，病院では
76％の施設が停電時でも透析施行が可能であるのに
対し，診療所では 13施設のみという結果であり，診
療所の 87％の施設は停電時に透析は不可となる．

図 2　病院と診療所の比較
病院 105施設，診療所 102施設の比較である．検定はMann-Whitnyの U検定にて行った．
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図 3　自家発電機による透析装置の稼働台数
　自家発電装置を設置しており，停電時透析施行が可能な施設
93施設での集計結果．
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図 4　自家発電機による透析装置の稼働時間
　自家発電装置を設置しており，停電時透析施行が可能な施設
93施設での集計結果．
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（2）　自家発電機設置による透析装置の稼働時間と
稼働台数

自家発電装置を設置しており停電時でも透析施行で
きる施設は 93施設（45％）あるが，93施設中 44施
設（48％）は透析装置の稼働台数が 1台のみであり，
2～9台の施設も 24施設（26％）であり，多くの施設
で透析装置稼働台数が 10台未満である（図 3）．稼働
時間も 93施設中 50施設（54％）の施設は 10時間未
満であった（図 4）．

3　考　察

今回，兵庫県下全 207の施設情報を調査した結果か
ら，患者数，施設数は共に都市部に集中していること
がわかった．兵庫県内の透析施設の 56％が神戸市お
よび阪神地域に集中しており，阪神淡路大震災のよう
な都市部での災害が発生した場合，多くの患者や透析
施設に影響を及ぼし混乱が予想される．情報収集およ
び情報伝達，給水車の手配や支援透析などに対し，よ
り迅速な対応が求められる．
施設のキャパシティは病院と診療所を比較すると有
意に診療所で多いことが明らかとなった．このことか
ら，災害時により多くの支援透析を実施するのは診療
所が拠点になると考える．しかし透析施設の設備に関
しては，貯水槽の設置率は病院で 95％であったのに
対し，診療所での設置率は 71％と 3割の施設には設
置されていない．自家発電装置による停電時の透析の
可否に関しても，病院では 76％が停電時でも透析施
行が可能であるのに対し，診療所では 13施設のみと
いう結果であり，支援透析の拠点となると考えられる
診療所で停電や断水時に透析施行が不可となる場合が
多いと予想される．さらに自家発電装置により停電時
に透析施行可能施設は 93施設（45％）あるが，その
多くの施設では停電時の透析装置稼働台数が 10台未
満と少なく，稼働時間も 54％の施設は 10時間未満の
短時間であることがわかった．
これらの結果より，大規模停電の発生時には，各施
設の自家発電装置による発電だけでは多くの患者の十
分な透析の確保は困難であることがわかった．これに

対応するために考えられることは，外部からの供給ソ
ースである電源車の確保であるが，行政関係車両だけ
では保有台数に限りがあり，民間所有の電源車も含め
て確保する仕組みを作らなければならない．さらには
患者を被災地外に移送することも想定に入れて考える
必要がある．また水の確保に関しても多くの課題が山
積しており，電源確保と同様に民間も交えた供給体制
を整備していかなければならない．
今回の調査で回収率が 100％となったのは，本調査
が一般的なアンケート調査の域を越え，「公的」な施
設調査であると理解された結果であると考える．
今回得られた情報は，県内の保健所 17カ所すべて

に送付された．これにより保健所は管轄の施設情報を
把握することができ，災害支援に活用できると考える．
また，施設毎のキャパシティや，貯水槽・自家発電装
置の設備等の有無がわかったことで，兵庫県透析医会
が策定に向けて検討している「災害時透析拠点施設の
設置」について，施設選定の基準がより明確になった．
効率的な地域災害支援体制を確立するためには，兵
庫県内透析関連全 207施設の貴重な情報を，有事のさ
いに十分に活かせるように，医療側および行政が一体
となった仕組みを作ることが重要である．

結　語

県内すべての透析施設の災害対策に関する情報を収
集し，行政側と共有しておくことは災害対策のシステ
ム構築に活用できると考える．災害時の支援透析の中
心となるのは診療所になると考えられるが，診療所で
は貯水槽や自家発電装置の設置率は少ない．災害時の
水の確保および電源の確保，もしくは患者の移送を想
定した体制の整備は今後の検討課題である．

本稿に関して，開示すべき利益相反はありません．
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